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中部電力健康保険組合 

  



 

背景  

 

我が国は、高齢化の急速な進展とともに生活習慣病が増加し、死亡原因の約６割を占め、

医療費に占める生活習慣病の割合も約３分の１であることなどから、生活習慣病対策が必

要となっている。 

 

不健康な生活習慣による生活習慣病の発症と重症化の過程において、メタボリックシン

ドロームが大きく影響していることから、この該当者及び予備群の減少を目指すこととな

り、２００８年度から高齢者の医療の確保に関する法律に基づいて、保険者は被保険者及び

被扶養者に対し、糖尿病等の生活習慣病に関する健康診査（特定健康診査）及びその結果に

より健康の保持に努める必要があるものに対する保健指導（特定保健指導）を実施すること

とされた。 

 

本計画は、当健康保険組合の特定健康診査及び特定保健指導の実施方法に関する基本的

な事項、特定健康診査及び特定保健指導の実施並びにその成果に係る目標に関する基本的

事項について定めるものである。なお、高齢者の医療の確保に関する法律第１９条により、

これまで１期５年だった特定健診等実施計画期間は、医療費適正化計画が 6 年 1 期に改正

されたことを踏まえ、２０１８年度の第３期以降は６年を一期として特定健康診査等実施

計画を定めている。 

  



 

中部電力健康保険組合の現状  

 

当健康保険組合は、エネルギー事業を主たる業とする事業所が加入している健康保険組

合である。 

 

１ 加入事業所数は 28 事業所である。 

 

２ 所在エリア 

 愛知県名古屋市を中心に、愛知・静岡・三重・岐阜・長野県等に本店・支店・営業所・

電力センター・発電所等が多数点在している。 

 

３ 健康保険組合の体制 

   名古屋市東区に事務所を設置している。 

実働要員は１9 名であり、専門職は置いていない。 

 

４ 加入者 

     加入者は約５万５千人であり、内訳は被保険者２万８千人、被扶養者２万７千人とな

っている。男女比は男５９：女４１であり、平均年齢は被保険者４５歳、被扶養者２６

歳となっている。 

 

５ 健診実施状況 

①被保険者健診 

当健康保険組合の保健事業である人間ドック等健診を利用し、定期健康診断の代用と

している。 

  人間ドック等健診を実施していない事業所においては、年１～２回定期健康診断を各

事業所において実施している。 

②被扶養者健診 

  人間ドック等健診を実施しており、愛知・静岡・三重・岐阜・長野県を中心に１７４

の健診機関（２０２４年度実施機関）と契約している。 

 健康保険組合連合会の集合契約（Ａタイプ、Ｂタイプ）を活用している。 

  



 

特定健康診査等の実施方法に対する基本的な事項  

 

１ 特定健康診査等の基本的考え方 

   日本内科学会等内科系８学会が合同でメタボリックシンドロームの疾患概念と診断

基準を示した。これは、内臓脂肪型に起因する糖尿病、高脂血症、高血圧は予防可能で

あり、発症した後でも血糖、血圧をコントロールすることにより重病化を予防すること

が可能であるという考え方を基本としている。 

 メタボリックシンドロームの概念を導入することにより、内臓脂肪の蓄積や体重増加

等が様々な疾患の原因になることをデータで示すことができるため、健診受診者にとっ

て生活習慣の改善に向けての明確な動機付けができるようになる。 

 

２ 特定健康診査等の実施に係る留意事項 

①被保険者 

・人間ドック等健診受診者の結果データは、健診実施機関から受領する。 

・事業所における定期健康診断の結果データを事業所から受領する。 

②被扶養者 

・第 3 期は再募集や受診勧奨の強化等により徐々に上昇しているが、実施方法の工夫

等により更なる受診率の向上を図る。 

・結果データは、健診実施機関から受領する。 

 

３ 特定保健指導の基本的考え方 

 生活習慣病予備群の保健指導の第一の目的は、生活習慣病に移行させないことである。

そのための保健指導では、対象者自身が健診結果を理解して自らの生活習慣を変えるこ

とができるように支援することにある。 

 

４ 特定保健指導の実施に係る留意事項 

①被保険者 

・当健康保険組合が契約する委託先健診機関または保健指導機関においてすることを

基本とする。 

 ・複数の保健指導機関と契約し、事業所の状況や体制に応じた特定保健指導が提供でき

る体制とする。 

②被扶養者 

 ・健診機関および保健指導機関に特定保健指導の実施を委託する。 

・複数の保健指導機関と契約し、対象者の居住地や年齢、リスクなどに応じた特定保健

指導が提供できる体制とする。 



 

Ⅰ 達成目標 

 

１ 特定健康診査の実施に係る目標 

 ２０２９年度における特定健康診査の実施率を９０％とする。 

  （国が示す保険者種別目標 90%に即して設定。） 

 この目標を達成するために、２０２４年度以降の実施率（目標）を 

以下のように定める。 

○目標実施率 

 2024

年度 

2025

年度 

2026

年度 

2027

年度 

2028

年度 

2029

年度 

被保険者 99％ 99％ 99％ 99％ 99％ 99％ 

被扶養者 80％ 80％ 80％ 80％ 80％ 80％ 

加入者合計 90％ 90％ 90％ 90％ 90％ 90％ 

 

２ 特定保健指導の実施に係る目標 

２０２９年度以降の特定保健指導の実施率を７０％とする。 

   （国が示す保険者種別目標 60％だが、第 2 期の実績に即して設定。） 

   この目標を達成するために、２０２４年度以降の実施率（目標）を 

以下のように定める。 

○目標実施率 

 2024

年度 

2025

年度 

2026

年度 

2027

年度 

2028

年度 

2029

年度 

被保険者 80％ 80％ 80％ 80％ 80％ 80％ 

被扶養者 60％ 60％ 60％ 60％ 60％ 60％ 

加入者合計 70％ 70％ 70％ 70％ 70％ 70％ 

 

 

 

Ⅱ 対象者数 

 

１ 特定健康診査の対象者 

   被保険者については、労働安全衛生法の規定に基づく定期健康診断受診者を除く者と

し 被扶養者については、対象に該当する者全員とする。 

 

 



 

○特定健康診査実施対象者数 

 2024 年度 2025 年度 2026 年度 2027 年度 2028 年度 2029 年度 

被保険者 16,582 名 16,159 名 15,748 名 15,347 名 14,956 名 14,575 名 

被扶養者 8,502 名 8,207 名 7,923 名 7,648 名 7,383 名 7,127 名 

加入者合計 25,084 名 24,367 名 23,671 名 22,995 名 22,338 名 21,701 名 

目標実施率 90％ 90％ 90％ 90％ 90％ 90％ 

実施者数 22,576 名 21,930 名 21,303 名 20,695 名 20,105 名 19,531 名 

 

２ 特定保健指導の対象者数 

○特定保健指導対象者数 

 2024 年度 2025 年度 2026 年度 2027 年度 2028 年度 2029 年度 

被保険者 2,955 名 2,880 名 2,806 名 2,735 名 2,665 名 2,597 名 

被扶養者 757 名 730 名 705 名 681 名 657 名 634 名 

加入者合計 3,712 名 3,610 名 3,511 名 3,415 名 3,322 名 3,232 名 

目標実施率 70％ 70％ 70％ 70％ 70％ 70％ 

実施者数 2,598 名 2,527 名 2,458 名 2,391 名 2,326 名 2,262 名 

 

 

 

Ⅲ 特定健康診査の実施方法 

 

１ 被保険者（任意継続者除く） 

 ①実施場所 

・人間ドック等健診受診者は、契約健診実施機関。 

    ・定期健康診断受診者は、各事業所または定期健康診断実施機関が用意する会場。 

②実施項目 

    ・労働安全衛生法の規程に基づく定期健康診断実施項目。 

 ・人間ドック実施項目。 

    （厚生労働省「標準的な健診・保健指導プログラム（改定版）」記載の特定健診項目を

網羅。） 

 ③実施時期 

    ・３月～翌年２月 

 ④委託の有無 

   ・人間ドックを委託。 

 



 ⑤健診データの受領方法 

  ・健診実施機関から人間ドック受診結果を電子データ（媒体）で受領する。ただし、電

子データでの受領が困難な場合は、紙データにより受領する。 

・事業所による定期健康診断の実施結果を電子データ（媒体）で受領する。ただし、電

子データでの受領が困難な場合は、紙データにより受領する。 

 

２ 被保険者（任意継続者）、被扶養者 

 ①実施場所 

 ・契約の健診実施機関および健保連集合契約の健診実施機関。 

 ②実施項目 

 ・人間ドック、簡易人間ドック（中電健保健診）、特定健康診査実施項目。（厚生労働省

「標準的な健診・保健指導プログラム（改定版）」記載の特定健診項目を網羅。） 

 ③実施時期 

 ・３月～翌年２月 

 ④委託の有無 

 ・人間ドック、簡易人間ドック（中電健保健診）、特定健診を委託。 

 ⑤健診データの受領方法 

 ・健診実施機関から人間ドック、簡易人間ドック（中電健保健診）、特定健診受診結果

を電子データ（媒体）で受領する。ただし、電子データでの受領が困難な場合は、紙

データにより受領する。 

・健保連集合契約は代行機関（社会保険診療報酬支払基金）より特定健診受診結果を電

子データ（オンライン）で受領する。 

 

３ 周知・案内方法 

当健康保険組合機関誌に掲載するとともに中電グループウェアであるＧＩＴやホー

ムページに掲載して周知・案内を実施する。 

 

Ⅳ 特定保健指導の実施方法 

 

１ 被保険者（任意継続者除く） 

①実施場所 

 ・保健指導機関に委託。 

 ②実施項目 

    ・厚生労働省「標準的な健診・保健指導プログラム（改定版）」記載の特定保健指導プ

ログラムを網羅した保健指導を実施。 

 



   ③実施時期 

 ・3 月～翌年９月 

 ④委託の有無 

  ・保健指導機関に委託。 

 ・保健スタッフが在籍または契約している事業所に対して特定保健指導を委託。 

 ⑤結果データの受領方法 

    ・各契約保健指導機関から電子データ（媒体）で受領する。 

・事業所による特定保健指導の実施結果を電子データ（媒体）で受領する。ただし、電

子データでの受領が困難な場合は、紙データにより受領する。 

 

２ 被保険者（任意継続者）、被扶養者 

 ①実施場所 

 ・契約の保健指導機関。 

 ②実施項目 

 ・厚生労働省「標準的な健診・保健指導プログラム（改定版）」に基づいた特定保健指

導プログラム。 

 ③実施時期 

 ・３月～翌年９月 

 ④委託の有無 

 ・保健指導機関へ委託。 

 ⑤結果データの受領方法 

 ・各契約保健指導機関から電子データ（媒体）で受領する。 

 

３ 周知・案内方法 

当健康保険組合機関誌に掲載するとともに中電グループウェアであるＧＩＴやホー

ムページに掲載して周知・案内を実施する。 

 

Ⅴ 個人情報の保護 

 

当健康保険組合は、中部電力健康保険組合個人情報保護管理規定を遵守する。 

当健康保険組合及び委託された健診実施機関、保健指導機関は、業務によって知り得た

情報を外部に漏らしてはならない。 

当健康保険組合の個人情報管理責任者は、常務理事とする。また、個人情報を利用する

ものは限定する。 

 

 



Ⅵ 特定健康診査等実施計画の公表・周知 

 

本計画の周知は、機関誌およびホームページに掲載する。 

 

Ⅶ 第 4 期特定健康診査等実施計画の評価及び見直し 

 

本計画については、必要に応じて健康管理事業推進委員会において見直しを検討する。 

 

 


